
0

令和６年度

「未来の教室」実証事業

【事業名】

企業版ふるさと納税を活用した  
小規模自治体の教育事業支援

スキームの開発・普及活動

最終報告書

【事業者名】

株式会社コエルワ

【提案書作成日】

令和7年01月24日



1

目次

１　事業者紹介

２　実証サマリ

３　実施内容

４　実証成果

５　今後の展望

Appendix：実施体制・実証フィールド  詳細



2

1. 事業者紹介
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１　事業者紹介

会社名

住所

事業内容

設立

代表者

主要顧客

株式会社コエルワ
（2024年4月1日にあしたの寺子屋より社名を変更  ）

北海道札幌市中央区南一条西

サマースクール  / ウィンタースクールの運営
教育コンテンツ開発、奨学金制度の運用など

2020年10月9日

阿曽沼  陽登｜代表取締役  CEO

主に北海道内の自治体様、中学・高等学校様
（札幌市様、上士幌町様、標津町様など約 20自治体）

プログラムの共同開発を行っている企業様
（株式会社日本総研様、 TSP太陽株式会社様など）

従業員数 約30名（業務委託・インターン等含む）

https://coeruwa.com/

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000031.000072875.html
https://coeruwa.com/
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【補足資料】本実証において、企業版ふるさと納税の用途指定先の教育事業

「まなび場」について

当社の教育事業「まなび場」は、主に小中高生を対象とした教育プログラムで、

北海道内の小規模自治体  （人口１万人以下）からの受託を受け実施してきました。国内外の大学生を派遣し、

学習支援やキャリア教育プログラム、ワークショップ等、 地域では体験できない出会い や機会を提供しています。

小学５年生〜高校３年生（参加費無料）

対象

プログラム内容

① 学習支援

② 大学生／社会人との対話

③ ワークショップ

夏休みや冬休みの長期休暇／テスト期間 etc.

開催期間
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【補足資料】本実証において、企業版ふるさと納税の用途指定先の教育事業

R６年度まなび場開催拠点

・上士幌町　　 | 約4,800人

・比布町　　　 | 約3,800人

・南幌町　　　 | 約7,500人

・美幌町　　　 | 約17,500人

・八雲町　　　 | 約14,700人

・標津町　　　 | 約4,800人

・斜里町　　　 | 約10,400人

・上川町　　　 | 約3,100人

・中富良野町　  | 約4,500人

・滝上町　　　 | 約2,200人

・羅臼町　　　 | 約4,300人

・新冠町（予定） | 約5,100人

・大樹町（予定） | 約5,300人

市町村 | 人口

開催拠点数

13 拠点
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【補足資料】本実証において、企業版ふるさと納税の用途指定先の教育事業

v探求学習など、多様な学びに注目が集まる昨今でも、 依然として基礎学力向上のニーズは強いと認識しています。 学

習サポートでは、多様な解法の教示から 基礎レベルが分かるまで粘り強く伴走する など、一人ひとりに合わせたサポー

ト行っており、生徒からのアンケートでも高い評価 を得ています。

① 学習サポート

まなび場においては、インタラクティブなまなびに繋がりやすい 「対話」を重視しています。

子どもたち一人ひとりと丁寧に向き合い、問いを見出し言葉を交わすことで、 日常ではあまり出会うことのない価値観・

世界を子どもたちに紹介します。

② 大学生・社会人との対話

各地域のニーズに応じた様々なワークショップ を１日あたり１コンテンツを目処に実施いたします。

１日をコンテンツで埋め尽くすのではなく、あえて「余白の時間」を残す ことで、大学生 /社会人など、普段出会わないオ

トナときっかけとなるような対話が自然発生するような場をつくることを意図しています。

③ ワークショップ

「まなび場」について _提供する３つの機会

まなび場は、多様な学習機会 /体験機会を提供します。また、１日限りの一過性の取組みにせず、

振り返りやフィードバックを重視することで、継続的な学びを育むことを目指します。
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【補足資料】本実証において、企業版ふるさと納税の用途指定先の教育事業

大学生と旅行先や行きたい場所のスケ

ジュールをまとめた旅のしおりを一 緒に

制作し、発表会を行いました。

道外に出た経験があまりなく

海外や旅行に興味がある

生徒像

大学生や一人ひとりのイメージに合わせ

てネイルアートを行う１日限定のネイル

体験会を開催しました。

おしゃれが好きで

美容師などの職業に憧れている

生徒像

「100年後のまち」をテーマに、イラスト生

成AIを使ったカルタを作成し、完成後は

トーナメントを実施しました。

未来に興味があり

体を動かすことが好き

生徒像

「まなび場」について _個別最適なプログラムへのこだわり

生徒の人数が少ないからこそ実現できる、一人ひとりの個性や興味に合わせたプログラムを

即興で実現することに対して、強いこだわりを持って運営していることが、好評を得ています。
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2. 実証概要



9

２　実証概要

（自治体 /企業向け）マニュアルの検討

• 自治体 /企業双方を対象としたマニュアルの検討。
考案したプロセスの課題や先進事例を把握し、教育委員会・企業
の双方から、「企ふるのプロセスについてよく理解できた」
という反応。

インセンティブの網羅的な比較検証の完了

• 多岐にわたるインセンティブ候補に関する実現インパクト・
実現可能性の検証が完了。 実証フィールドで実装の可能性がある
スキームは「融資 /サービス利率の減免」か「私募債の発行」ので
あった。

1

2

3

実証成果

企業版ふるさと納税を活用した   小規模自治体の教育事業支援  スキームの開発・普及活動  

実証テーマ

教育事業会社・ NPO等が自治体の財源確保から運営までを一気通貫で担い、
助成金・補助金に頼らずに小規模  自治体での特色ある教育・文化的事業を実施できる状態をめざす。

• 企業版ふるさと納税「受け皿自治体
の手続フォーマット」開発

• 手続の先進事例・課題ヒアリング

• 汎用性の高い手続フォーマットの検討

• フォーマットを活用 →企ふる受入支援

1

• 企業版ふるさと納税「 CSRではない具体
的なインセンティブ」開発

• ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与機関候補との企業版ふるさ
と納税を行った企業に対する認証制度の
設計

2

• 企業版ふるさと納税「寄付先選定から寄
付までのマニュアル」開発

• 企業への課題ヒアリング

• 企ふるの効率的な業務プロセスの設計
→マニュアル化

• マニュアルを活用 →企ふる実行支援

3

株式会社
コエルワ

実証スキーム図・実施内容

小規模
自治体

（教育委員会）

寄附
企業

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ
付与機関

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌ
ﾞ

開発

2

自治体向け
ﾏﾆｭｱﾙ開発

1

企業向け
ﾏﾆｭｱﾙ開発

3

用途指定した
寄附
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3. 実証内容
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３－①　実証の背景と目指す姿

 企業版ふるさと納税を活用した財源確保のスキームは、人口減少地域
において大きな打開策となりうるが、このスキームを確立するうえで 「自治
体」と「（寄附を行う）民間企業」の双方に課題 がある。

• 自治体の課題

• 先進事例は過去の実証でも見受けられるものの、 受け皿として必要な
事務手続きがフォーマット化 されていない。

• （寄附を行う）民間企業の課題

• 企業版ふるさと納税を行う 企業のCSR以外のインセンティブ が設計されて
おらず、リファラル以外のチャネルで資金の出し手が増えない。

• 企業が自治体を選定する基準や、複数自治体に寄附するときの効率的な
手続きが知られておらず、 都度対応をしており、効率が悪い 。

解決するべき課題

課題の根本的な原因

 自治体の課題の真因は、企業版ふるさと納税の活用について、
誰でも使える簡素で汎用的な形式知が世の中に存在していない こと。

• 事前の教育委員会職員へのヒアリングで、制度があるのは分かるが、企画課
との折衝が発生するので、「企画系の職務経験がある教育委員会職員しか対
応できない。」という声も。

 企業の課題の真因は、これまで企業からのフィランソロピーとしてのふる
さと納税を実現してきた一方で、 企業活動に有益となることや、それらに
係る業務効率を重視した制度活用の方法を十分に検討してこなかった こ
と。

• 事前の実証協力企業の代表者へのヒアリングで「個人的には企業版ふるさと
納税で地域の教育を応援したいが、その地域を選ぶ理由や、その効果を社内
でも説得する必要があり、そこをデザインしてほしい」という声も。

本実証のテーマ

 企業版ふるさと納税を活用した小規模自治体の
教育事業支援スキームの開発・普及活動

本実証で特に明らかにしたいポイント

 【実証１】 to自治体：企業版ふるさと納税「受け皿自治体の手続フォーマット」開発
▼実証観点
企画総務課等でのふるさと納税に関する職務経験がない職員でも、企業版ふるさと納税の
受け皿としてスムーズに事務を推進するための手続フォーマットの条件は何か
▼検証方法：
自治体へのヒアリング
 手続きフォーマットの検討案の作成と展開

 【実証２】 to企業：企業版ふるさと納税「 CSRではない具体的なインセンティブ」開発
▼実証観点
企業が企業版ふるさと納税を活用して地域の教育の支援を行うためのフィランソロピー以外のイ
ンセンティブの条件は何か
▼検証方法：
実証協力企業へのヒアリング （2024年度・2025年度）
当社を介した企業版ふるさと納税実施企業の数

 【実証３】 to企業：企業版ふるさと納税「寄付先選定から寄付までのマニュアル」開発
▼実証観点
企業が寄付先選定をスムーズに行うための自治体とのコミュニケーション内容や、寄附の
実務を担う企業の財務担当者と自治体担当者とのスムーズな業務プロセスの条件は何か
▼検証方法：
実証協力企業へのヒアリング
当社を介した企業版ふるさと納税実施企業の工数変化（定性的な変化も含む）



12

３－②　実証目的と実施内容

実証内容 実証目的 実施内容

【実証１】
to自治体

企業版ふるさと納税
「受け皿自治体の
手続フォーマット」

開発

• 自治体が、企業版ふるさと納税の  受
け皿としてスムーズに事務を推進する
ために必要な手順の具体化

1. 手続の先進事例・課題ヒアリング

： 先進地域だけでなく、非先進地域に対してもヒアリングを実施。

（先進地域５町・非先進地域５町）

2. ヒアリングをもとにした汎用性の高い手続フォーマットの検討

3. 手続フォーマットを活用した企業版ふるさと納税の受入支援

【実証２】
to企業

企業版ふるさと納税
「CSRではない具体的

なインセンティブ」
開発

• 企業へインセンティブを引き出すため
の認証制度の在り方の具体化

1. インセンティブの方向性について関係者とブレスト・整理

2. インセンティブスキームに関するステークホルダー別ヒアリング・初期検討

3. インセンティブスキームの検討結果評価および高評価アイテムの詳細検討

【実証３】
to企業

企業版ふるさと納税
「寄付先選定から寄付
までのマニュアル」

開発

• 企業が実際に寄附をする際に必要と
なる手続きの具体化

1. 企業のふるさと納税担当者（企画・財務）への課題ヒアリング

2. 寄付先選定～入金までの効率的なコミュニケーション・業務プロセスの設計

→マニュアル化

3. マニュアルを活用した企業版ふるさと納税の実行支援
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３－③　実施経過

to自治体

企業版ふるさと納税
「受け皿自治体の
手続フォーマット」

開発

to企業

企業版ふるさと納税
「CSRではない

具体的なインセンティ
ブ」開発

to企業

企業版ふるさと納税
「寄付先選定から寄
付までのマニュアル」

開発

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

自治体ヒアリング
フォーマット案精緻化

（精緻化に向けた自治体
ヒアリングも適宜実施）

実証①

関係者ヒアリング・打ち手別の横並び評価

実証②

実証③

企ふる実施企業の伴走
＆ヒアリング

信用金庫向けの

集中ヒアリング

フォーマット

初期案作成

フォーマット

初期案作成

フォーマット

精緻化

インセンティブ
候補最終化
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4. 実証成果
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４－①　実証成果

実証論点 実証成果 実証成果に対する考察

【実証１】

企業版ふるさと納税
「受け皿自治体の

手続フォーマット」開発

【実証３】
企業版ふるさと納税

「寄付先選定から寄付までの
マニュアル」開発

• 自治体 /企業双方を対象としたマニュアルの開
発に成功。
プロセスの課題や先進事例を把握し、教育委
員会・企業の双方から、「企ふるのプロセスに
ついてよく理解できた」という反応。

• ヒアリングを通して、自治体 /企業共に企ふるの認知度の低さ
が明らかに。マニュアルの認知拡大は今年度実証のスコープ
外となっているが、開発したマニュアルの頒布・認知拡大が必
要。

【実証２】

企業版ふるさと納税
「CSRではない具体的な
インセンティブ」開発

• インセンティブの網羅的な比較検証の完了
• 多岐にわたるインセンティブ候補に関する実
現インパクト・実現可能性の検証が完了

• 実証フィールドで実装できるスキームは「融資 /
サービス利率の減免」か「私募債の発行」のみ
であった。

• 「企業が積極的に企ふるを実行するに足るメリット」となりうる
大きなインセンティブ・認証の設計は困難であった。

• 一方で、「本社所在地を中心とする ”中枢都市圏 ”の構成自治
体を企ふるで支援することを通した、圏域との良好な関係性
構築の実現」は、中小企業群にとって企ふる実施のインセン
ティブになりうるという旨を確認した。

• 「複数企業群による、事業用途を指定した企ふるでの圏域支
援」を可能とするスキーム /事例は現時点で存在せず、上記事
例の
実現に向けた企業伴走等の実証までは辿り着かなかった。
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４－②　実証成果　詳細　＜実証１：実施内容と成果のサマリ＞

自治体業務プロセス・課題ヒアリング

実施した内容と分かったこと

● ９自治体の教育委員会の担当者に企業版ふるさと納税に関する理解や、教育事業に
企業版ふるさと納税を活用するための庁内プロセスについてヒアリング。
（比布町・上川町・中富良野町・斜里町・南幌町・美幌町・標津町・八雲町・共和町）

→プロセス自体の複雑性はさほど高くないものの、企業版ふるさと納税の活用度は
自治体によって異なることを把握。

1

自治体向けマニュアルのたたき台作成
● 自治体向けのマニュアルの目次・内容を作成。作成した内容に合わせて、企業版

ふるさと納税を先進的に活用している自治体のプロセス事例・書類作成事例を回収。

2

自治体向けマニュアルの整理と

自治体業務プロセスにおける課題抽出

● 自治体向けのマニュアルについて、可読性の高いデザインし、印刷物化。
印刷物化するにあたって、先進自治体等から記載内容に対してもレビューを受ける。

● マニュアルの中でも、とくに課題となりそうな部分を抽出。

→「事業用途」の指定は比較的容易である一方で、「寄付金を翌年度事業に繰り越すた
めの基金設置」が用途指定した事業を実施する観点では重要性・ハードルともに高い。
このハードルをこえるためのプロセスは今後も継続的な検討が必要。

3
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４－②　実証成果　詳細　＜実証１：作成した自治体向けマニュアルの目次とイメージ＞

自治体向けマニュアルの目次 マニュアルの一部イメージと使い方

＜すくらむ＞

どんな人が、どんな形でこのマニュアルを使うか？について簡単に補足

教育系部署の自治体職員が、企業版ふるさと納税を活用し、教育事業の財源を獲得する際に活用することを
想定して作成。
企業版ふるさと納税の知識や、他部署との連携についての経験がなくても企業との関係構築や寄附金の受領
手続き等を迷うことなく完遂できることを想定しております。
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４－②　実証成果　詳細　＜実証２：検討方法＞

インセンティブの方向性について
関係者とブレスト・整理

インセンティブスキームに関する
ステークホルダー別ヒアリング・初期検討

インセンティブスキームの検討結果評価
および高評価アイテムの詳細検討

企業版ふるさと納税のインセンティブスキーム設計を
行う上でのハードルや課題に関する示唆

評価後に新たに見えてきたインセンティブの方向性

発散

収束

実証アウトプット

ブレストを通して整理した検討対象インセンティブ一覧（ P.19）

インセンティブスキームの総合検討結果評価表（ P.20）
高評価アイテムの詳細検討結果（ P.21）

企業版ふるさと納税のインセンティブスキーム設計を行う上での
ハードルや課題に関する示唆（ P.22）

上記のハードルや課題を寄附企業に共有した結果新たに見えてきた、
異なるインセンティブスキームの方向性（案）（ P.23）

1

2

3

4
-
1

4
-
2



19

４－②　実証成果　詳細　＜実証２：①ブレストを通して整理した検討対象インセンティブ一覧＞

経済的便益

非経済的便益

ヒアリング・協議先（プロジェクトメンバー除く）

インセンティブ付与機関：地銀 /信金

融資/サービス利率の減免

インセンティブ付与機関：地銀 /信金

（低金利の）私募債の発行支援

※私募債は、公募債と異なり、特定の少数の投資家に対して非公
開で発行される債券。主に中小企業が資金調達のために利用しま
す。

インセンティブ付与機関： NoMaps実行委員会

地域内の大規模イベントでの露出設計

インセンティブ付与機関：北海道庁

公共調達への優遇

内閣府企業版ふるさと納税マッチングアドバイザー

※公共調達に関する加点は難しいという仮説の元、専門家と協議。

　協議の結果、【公共調達への加点は難しい】 という結論がでた

NoMaps実行委員会
※北海道を代表する都市型カンファレンスイベント。毎年札幌で開催されており、2024年度は来場者延べ7.5万人を
記録した。

北海道庁（官民連携推進局、等）

北海道市町村振興協会

北海道内の金融機関（地銀・信金等）：６
北海道外の信用金庫：１

インセンティブ付与機関：北海道大学 /人材紹介企業

（寄附企業向けの）人材採用支援

インセンティブ付与機関：北海道庁

（ローカル応援企業等の）認証発行

北海道内大学のキャリアセンター

北海道内の人材採用関連企業
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◎
● 建設事業者やB2G事業者に

とって大きなメリットに

４－②　実証成果　詳細　＜実証２：インセンティブスキームの検討結果評価サマリ＞

経済的
便益

非経済的
便益

インセンティブ付与機関：地銀 /信金

融資/サービス利率の減免

インセンティブ付与機関：地銀 /信金

（低金利の）私募債の発行支援

インセンティブ付与機関：北海道庁

（ローカル応援企業等の）認証発行

インセンティブ付与機関： NoMaps実行委員会

地域内の大規模イベントでの露出設計

インセンティブ付与機関：北海道庁

公共調達への加点 /優遇

総合評価

実現インパクト 実現可能性

評価結果を受けた
検討深化の方向性

×

◎

〇

×

〇

〇

〇

〇

▲

〇

▲

×

◎

▲

×

▲

◎

NA

優良顧客との接点づくりとして、優秀な担当
者が行っている施策を仕組み化。

利息の損失 -(マッチングフィー＋優良顧客と
の関係構築 )のバランスが重要。

NA

NA

NA

来年度のNoMapsにおける
露出機会の設計は検討の余地あり。

インセンティブ付与機関：北海道大学 /人材紹介企業

（寄附企業向けの）人材採用支援

次頁で詳細化

● 大規模イベントであるもの
の、広いマスへの広告効果
は得にくいと想定。。

● 不正の温床に繋がる
ため、検討は不可能

● 私募債発行と、ふるさと納税
の動機の連動性が低いと地
銀/信金は判断するため、実
現させにくい

● 既存の大学寄附との
棲み分けが困難

● 特定企業の紹介が「学生の
囲い込み」と受け取られるリ
スクを取りにくい

● 企ふる拠出企業は
利率の減免がｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞに

● 地銀/信金は地域内での
社会的地位向上

● 方向性について、
タイミングによっては検討可
能

● 同イベント内で露出機会を
設計することは可能。

● 採用難の企業ほど、大学生
向けの露出機会は欲しい

● 一方で、「露出」よりも
実際の「採用」につながるか
が重要

● 認証の新設置は、設置後の
メンテナンスや認証企業調査
も含めてハードルが高い。

● 企ふる拠出企業が私募債
発行をすることにステータス
効果がある地域もある。

● 健康経営企業のような強制
力を働かせられれば、一定
の効果がある。
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STEP1

STEP2

信金・信組が企業版ふるさと納税
のマッチングの仕組みを構築

（プラットフォーム化）

企業と自治体のマッチング
ふるさと納税の実施

信金・信組 マッチングPF

①仕組みづくり

自治体企業 コエルワ

オプション

（必要に応じて）
[実証3]のスキームを
活用したサポート

②マッチング・ふるさと納税の実施

STEP3

好条件融資の実施

マッチングPFの活用

金融機関

【メリット】
低金利融資の実施
節税メリット
自治体とのコネクション
社会貢献

【デメリット】
寄付金額の負担
※なお、負担する金額は
 利息軽減メリットにより、回収可能

インセンティブ
【メリット】
ブランディング
金融行政方針に則った行動
マッチングフィーを受け取れたら良い (5％)
もしかしたら、優良顧客のメンテナンスとして
有効な節税スキームをレコメンドできる。
(融資先へのコンサルティングスキルとしてやっている
支店長はやっている )
【デメリット】
減免する金利分を負担
※マッチングフィーと減免利息額のバランスが重要

企業 信金・信組

③金融機関が行っているコンサルティングサービスや税
理士法人等のサービス手数料の減免

４－②　実証成果　詳細　＜実証２：融資 /サービス利率の減免スキーム＞
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1.　実証を通じての課題

● 公共入札の加点、利息の減免、補助金申請支援の利用料減免など、企業への直接的なメリットを創出するのは、自治体、金
融機関等の連携主体が負担を負う形になる。それらは法的、組織規定的に困難な場合や、寄付により企業に生じる負担を、
連携機関に付け替える形となり、対応が難しいというケースが多いため、経済的な便益を追及するのは困難。

2.　今後の可能性

● 非経済的な便益の中で、インセンティブ付けを模索していく必要がある。

● 地域密着で事業を行っている金融機関とのインセンティブ設計は地域の商慣習や特性に影響を受けるので、
地域ごとの個別事情のヒアリング結果に合わせた提案が必要となる。

● 北海道エリアにおいては、より具体的なインセンティブをつくるための座組・取組を、単一企業⇔自治体間だけ
ではなく、「複数の企業群」・「複数の自治体群」で協働し、構築していくことが必要になると考える。
（詳細は次頁以降）

４－②　実証成果　詳細　＜実証２：全体に対する課題と示唆＞
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４－②　実証成果　詳細　＜実証２：新たに見えてきた可能性＞

企業版ふるさと納税による小規模自治体支援活用について
2024年度実証期間に関係者から寄せられた声

寄附企業・小規模自治体・中枢市の三方良しを実現する
企業版ふるさと納税活用に向けたスキームが可能にすること

寄
附
企
業

寄附
実行企業

寄附
“未”実行企業

（かつ、札幌が
本社所在地の企

業）

小規模自治体

中枢市

（札幌市）

● 自社の納める法人税の使い道を、「用途指定」によって企業から指定
ができるという流れは、非常に本質的であり、良い流れと感じている。

● 一方で、人材採用・ PR・関係構築の観点で訴求したいのは、本社所
在地なので、県庁所在地等、多くの企業の本社が立地する自治体を
巻き込む形での小規模自治体支援はできないものか

● 「特定の町」だけでなく、 「特定の事業」を企業版ふるさと納税で支援
したいというニーズもあることが明らかに。

● 1つの自治体に大規模に寄付をするよりも、 複数自治体に寄附を行
い、広く関係構築をしたい というニーズもあることが明らかに。

● 自分たちだけでは寄附企業との接点づくりが難しいので、少額でも支
援は大変助かる。一方で、 あまりにも規模が小さいと、新しいソフト事
業を立ち上げるほどの予算にならない のも実態。一定の規模が見込
まれれば、ふるさと納税を翌年度以降の事業に繰り越すために必要
な基金設置に関する機運醸成なども動きやすい。

● 長期的な人口減少トレンド下、「さっぽろ中枢都市圏」という圏域での
まちづくり・ひとづくりに取り組んでいる。 多少の法人税流出があった
としても、この圏域の魅力・活力を維持することが、結果的に札幌圏
を支えることにつながる と考えている。
（例：圏域の中学生の多くは札幌市に進学する傾向がある等）

● 上記に向けて、圏域の自治体と中枢市の企業が官民連携の動きを
取ること自体は、中枢市としても歓迎すべき動き である。

● 各自治体は、コンソとの協議の上、用途を合意した企ふるを、コンソ構成企業
から受け取り、一般財源で予算を割きにくい教育 /文化事業を推進可能となる。

● 札幌市は、「コンソと連携中枢都市圏の官民連携アクション」を PRすることで、
圏域の魅力・活力を民間主導で実施していくことができる。

● 中枢市の複数社の企業でコンソを作ることで、拠出可能な企ふる総額の規模を
担保することが可能となる。

● 自社が支援した自治体・事業だけでなく、中枢市を含む中枢都市圏全体から自社・コン
ソに対してPRが行われることが大きなメリットにつながる。

スキームの詳細は
次頁にて具体化

A市 B市 C市 D市
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補足：「連携中枢都市圏」とは？
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補足：すでに存在する ”さっぽろ中枢都市圏 ”での取り組み

さっぽろ中枢都市圏における主要な取り組み 企業版ふるさと納税に関する取り組み事例

● 他の圏域での、ふるさと納税に関する取り組みは「共通返礼品の開発」に
留まるのに対して、企業版ふるさと納税等を活用しながら、 「さっぽろ圏人材育
成・確保基金」に対する寄附を募るといった動き取っており、さっぽろ中枢都市
圏は全国的にも先進的な圏域である。

● 一方で、この基金の使用使途についての企業からの納得度は低く、
結果的に企業版ふるさと納税の規模は停滞している。

● 国内外のスタートアップとさっぽろ連携中枢都市圏の自治体が協働し、
地域課題や行政課題の解決に取り組む行政オープンイノベーションプロジェ
クト「Local Innovation Challenge HOKKAIDO」は、2020年のスタート以
来、スタートアップの事業成長や地域でのイノベーション機運醸成に貢献。 4
年間で30件の実証実験を採択している。（ 当社も採択を受け、中枢都市圏域
の南幌町との官民連携事業の実績あり ）

● 「さっぽろ連携中枢都市圏」における取組のひとつとして、圏域の企業と、包
括連携協定「さっぽろ連携中枢都市圏『まちづくりパートナー協定』」を締結し
ている（ 13協定17社）。それぞれが有する資源を有効に活用しながら、共に
まちづくりに取組むパートナーとして、密接な連携のもと、圏域の魅力・活力
の向上を目指している。
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４－②　実証成果　詳細　＜実証３：実施内容と成果のサマリ＞

実施した内容と分かったこと

● 企業版ふるさと納税を実施したことがある企業２社・企業版ふるさと納税を実施した
ことがない企業２社に対して、企業版ふるさと納税に関する理解や、実際の意思決定
・寄附プロセスについてヒアリング。
（CiXホールディングス株式会社 /株式会社創信建設 /フュージョン株式会社）

● 企業向けのマニュアルの目次・内容を作成。一般的な企業版ふるさと納税業務の
マニュアルに加え、実際に特定の自治体に寄附を行うことになった際にも記載内容を
編集して社内で展開可能な書類も作成。

● 企業向けのマニュアルについて、可読性の高いデザインし、印刷物化。
印刷物化するにあたって、先進自治体等から記載内容に対してもレビューを受ける。

● マニュアルの中でも、とくに課題となりそうな部分を抽出。

→実際に寄附実施企業からは「寄附プロセスは、税控除金額の最大化について厳密に拘らな
い限り、さほど複雑ではなかった」というコメント。これらのプロセスの企業理解を醸成していくこ
とが重要であると理解。

企業業務プロセス・課題ヒアリング

1

企業向けマニュアルのたたき台作成

2

企業向けマニュアルの整理と

企業業務プロセスにおける課題抽出

3
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４－②　実証成果　詳細　＜実証３：作成した企業向けマニュアルの目次とイメージ＞

企業向けマニュアルの目次 マニュアルの一部イメージと使い方

＜すくらむ＞

どんな人が、どんな形でこのマニュアルを使うか？について簡単に補足

企業が教育事業への用途指定を行い、企業版ふるさと納税を活用することを想定して作成。
経営層から担当者へ当マニュアルを渡すことで、自治体担当者との連携を計りながら企業版ふるさと納税を完
遂できることを想定しております。
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5. 今後の展望
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５　今後の展望

１．自治体向け /企業向けマニュアルの頒布・勉強会等の実施

● フォーマットを活用することを希望する自治体向けセミナーや訪問型の説明回開催

● 前年度の活用自治体からのヒアリング・フォーマットの修正

● 各基礎自治体におけるフォーマット活用の伴走支援

２．地銀 /信金と設計したインセンティブの活用事例創出

● 下記３つのステークホルダーのマッチングイベントを通した企業版ふるさと納税事例の創出
①：企業版ふるさと納税の活用による教育施策を検討する自治体
②：それらを同制度で支援したい企業
③：それらの支援によって事業を行う教育事業者

● 設計した認証制度を活用する企業を地銀 /信金とともに集めるためのロビイング活用

３．企業版ふるさと納税を行う企業向けの創出

● “連携中枢都市圏”への企業版ふるさと納税スキームの構築（ P.23参照）

● 上記のスキームの構築により、多くの企業の本社が立地する県庁所在地を中心とした企業版ふるさと納税を財源とした小
規模地域圏域への教育事業支援スキームの開発・普及活動の継続
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Appendix：実施体制・実証フィールド  （実証自治体・実証校）　詳細

 事業受託者：株式会社コエルワ

• 統括責任者 ：阿曽沼  陽登 (代表取締役 )
• 執行責任者 ：嶋本  勇介 (執行役員 )
• 担当 ：香田  光
• 担当 ：永野  来実

 再委託先：

• パーソルグループ
：パーソルテンプスタッフ株式会社
：パーソルプロセス＆テクノロジー株式会社
（実証①～③におけるヒアリング業務等）

• 久保 匠　※ソーシャルセクター向けファンドレイジングの専門家
（実証全体のPMO）

• 大類 日和　※自治体向けクリエイティブ制作実績多数のデザイナー
（制作物デザイン）

• 古里 圭史
（認証制度の設計に関するアドバイザリー）

＜to自治体：実証①＞

手続フォーマットの整備の協働先（９地域）

• 北海道）
比布町・上川町・中富良野町・斜里町・南幌町・美幌町
標津町・八雲町・共和町

＜to企業：実証②・③＞
● 太陽工業株式会社
● CiXホールディングス株式会社
● 株式会社創信建設
● フュージョン株式会社
● 北洋銀行
● 北海道信用金庫
● 帯広信用金庫
● 但馬信用金庫
● 北海道大学キャリアセンター
● 北海道庁

実施体制 実証フィールド


